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本年度研究成果 

I 研究背景 
本研究では、福島第一原子力発電所事故後の被災地における地域復興の加速を目指し、事故後

に被災地に移り住んだ移住者に着目した。福島県の被災地では、もともとの地域コミュニティが

避難および帰還率の停滞等により十分な回復が見込めていない。これに対して、日本政府の第二

期復興・創生期間以降の基本方針 1)では、被災地の復興加速のために移住定住の促進が指摘され

ており、被災地のコミュニティの新たなメンバーとして移住者に対する関心が高まっている。今

まさに、被災地への事故後移住者の実態把握と支援体制の整備が求められている。 
しかし、被災地の事故後移住者の実態は変化し続け、それに伴い被災地のコミュニティも急激

に変化している。たとえば震災後、被災地では建設特需や除染作業のための移住者が多く集まっ

たが、現在では、代わりに産業復興や地域創生を目的とした移住者が増えている。 
 

II 目的 
本研究では、持続可能な支援を目指して、移住者支援の基盤構築を行う。なお、本研究は、令

和 4 年度放射線の健康影響に係る研究調査事業より 3 年間実施された「原発事故被災地への移

住・定住者に対するウェルビーイング形成の支援フレームワークに関する研究」を第一期研究と

して、その後継研究として位置づけられる。第一期研究の知見を引き継ぎつつ、本研究では、持

続可能な支援を目指し、移住者・定住者の類型的把握（研究１）と移住者・帰還者の共生的文化

醸成（研究２）について調査をおこない、支援フレームワークの作成とステークホルダー間のネ

ットワークづくり（研究３）を行う。今年度は、研究１のためのアンケート調査と、研究２のた

めのエスノグラフィ調査の準備が進められた。 

 
III 研究方法 

研究１では、福島県立医科大学倫理委員会の承認（承認番号：REC2025-141）を受け、福島県被



 

 

災８町村（浪江町、双葉町、広野町、川内村、楢葉町、富岡町、大熊町、葛尾村）、宮城県気仙沼

市、岩手県陸前高田市に在住の方を対象に横断調査を行った。タウンプラスという日本郵政によ

るポスティングサービスを利用し、アンケートにアクセス可能な QR コードが付与されたはがき

15,903通を郵送した。日本郵政では、全国各地の郵便ポストの配置情報が管理されており、タウ

ンプラスはその管理された郵便ポストへのアンケートはがきの郵送を行うことができる。各郵便

ポストにつき 1 通のアンケートはがきが届けられ、その QR コードからは家族等の複数人がアク

セスすることができた。参加者は、QRコードにアクセスしてはじめに提示される、調査の概要や

個人情報の取り扱いなどの説明文を読み、その次のページからのアンケートの回答をもって参加

に同意したとみなされた。研究２では、エスノグラフィの実施体制の整備が行われた。具体的に

は、エスノグラフィ調査実施のための研究会を毎月１回実施し、実際に地区踏査等を行い、調査

フィールドを検討した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究の方針 
調査の結果、988 名から回答が得られた（回収率 6.55%）。福島県被災 8 町村では、移住者が

58.7%を占め、気仙沼市（14.5%）や陸前高田市（25.3%）よりも際立って高い割合であることが

確認された。気仙沼市や陸前高田市では、避難生活を経験していない人あるいは帰還者が

68.5~80.8%と、福島県被災 8 町村（33.8%）よりも多い割合を占めていた。これは、両自治体が、

福島県被災 8 町村に比べ移住者も少なく、コミュニティの毀損が少なかったことを示している。 
福島県被災 8 町村の移住者が回答した移住理由としては、建設・土木・除染・インフラ復旧等

の復興関連の仕事と回答した人が 43.6%と多く、その次に復興とは関係のない一般雇用や転勤が

理由と回答した人（28.8%）が多かった。移住時期に関する質問では、2020 年以前に移住した住

民はきわめて少なく、転居後の年月が浅いことが伺えた。また、定住意図について 0（今すぐ引

っ越したい）～10（ずっと住み続けたい）の 11 件法で尋ねたところ、帰還者や避難生活を経験

していない、震災前からの住民が 8.04 点だったのに対して、移住者は 6.20 点と有意に低かった。 
また、研究１のインタビュー調査では、第一期研究のデータのさらなる分析を進めるとともに、

新たに外国人移住者と生活困窮移住者に着目したリクルートを行い、外国人移住者インタビュー

は実施に至った。研究２ではエスノグラフィを実施するにあたって、福島県浪江町にて区長や地

元の支援者への挨拶や今後のスケジュールの調整が行われた。またフィールドワーク実施者も決

まり、次年度から実施する体制が整った。 
 

V 結論 
本年度の研究によって、福島県被災 8 町村では、①移住者が際立って多い地域コミュニティと

なっており、②その移住者の多くは転居後まだ日が浅く、長期移住を決めていない人も多いこと、

③加えてそうした移住者は、インフラ復旧等の復興関連業務で来ていることも多く、こうした復

興特需が終わった後の街づくりが大きな課題となっていることがわかる。今後、第三期復興・創

生期間（2026~2030 年度）やそれ以降の復興過程においては、定住意図の低い人口流動性の高い

コミュニティへの支援を想定しつつ、復興関連の労働需要が無くなった後のコミュニティを想定

した支援の準備が必要になるだろう。今後はこのデータをより詳細に解析し、移住者の健康側面

にも注目したい。 
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